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 次の総選挙勝利で「沖縄建白書」実現政府樹立して辺野古新基地中止させ、197 の全基地撤去政府樹立への重要な第 1 歩を踏み出しましょう！  

 

 

～ 沖縄・日本から米軍基地をなくす草の根運動 ～ 

草の根ニュース 
 

 
 

 

今の日本政府は、米軍コロナに対して 

日本沖縄全土にマスクをつけるこ
とすらできない！ 

米軍、コロナ感染情報 提供拒否！！ 

世界最大のコロナ感染国米国の軍隊 

米軍の日本沖縄出入国は 勝手放題 

日本沖縄は、米軍（国）の属国以下か！ 

 米軍の日本沖縄全土の勝手使用は、1945年の軍事占領以来75年続く 

 

 

 いま日本沖縄国民（以下、日本国民と略

します）は、コロナウイルスの感染を防ぐ

ために、みな、マスクを着用して、不便を

しのいで生活しています。政府や自治体の

要請に応じて、「自粛」しています。毎日

新しい感染者数が都道府県ごとに発表され

ています。 

 しかし、米軍は、米軍人のコロナ感染者

数の発表を「作戦行動の秘密保持のため」

と称して、発表を拒否しています。 

日本沖縄には米軍軍人が合計 56118 人駐

留していることになっています。内訳は、

海軍 20846 人、海兵隊 20475 人、空軍

12140 人陸軍 2657 人です。（出所：米国防

総省国防人員データセンタ―ホームペー

ジ）ほぼ同数の軍人家族などの軍属を合わ

せれば、約 10 万人の軍関係米国人が、日

本沖縄領域内に入国しています。 

ところが、これほど多数の米国人が、全

く日本政府のチェック抜きで、その一部は
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毎日出入国しています。そして、基地に、

ノーチェックで入国した米軍人は、またノ

ーチェックで、基地の外つまり日本国の市

街地を含む全領域に自由に出入りしている

のです。日本政府は、恥ずかしげもなく、

「日本国内の米国人の人数は把握していな 

い」、と述べています。米国に対しては、

「日本に国境はない」のです。（矢部宏治

『知ってはいけない-隠された日本支配の構造』

（講談社現代新書）第 3章「日本に国境はない」） 

 実は、「在日米軍」という概念すら便宜

的なもので実在ではなく固定的なものでも

ないのです。「全世界の米軍」は、どこの

米軍であろうと、日本沖縄領域にいつでも

自由に出入国しており、作戦行動を行って

いるのです。まさに、日本沖縄は、1945 年

の米軍進駐以来 75 年間、全領域全領土が

自由に使用できる「世界米軍」による主権

侵害と戦争の、世界で最も大きな占領地と

して米軍基地＝不沈空母になっているので

す。 

なお、沖縄県に米軍基地の 70％があるな

どと沖縄県民を始め、多くの日本人が信じ

込まされている数字は、完全な虚偽です。

全世界の米軍の 3分の一が日本沖縄に集中

し、その多くが沖縄県に集中しているとい

う日本沖縄への「米軍基地集中の 2 重構

造」（世界の中での日本沖縄への、日本沖

縄で沖縄県への 2重の集中）を理解しなけ

ればなりません。その現実に立って、沖縄

県民と本土の人びとは、連帯という生易し

いものでない一体になった闘いを作り上げ

ていかなければなりません。 

以下に、米軍のコロナ感染に関する新聞

社説やニュースを掲載します。 

渉外知事会 【新型コロナ】米軍基地感染、
積極公表を国に要請 

米軍基地を抱える１５都道府県でつくる

渉外知事会（会長・黒岩祐治神奈川県知

事）は 2020 年 5月２７日、在日米軍基地

での新型コロナウイルスの感染状況につい

て、積極的に公表するよう米側に働き掛け

ることなどを国に求める緊急要請を茂木充

外相と河野太郎防衛相に行いました。 要

請書によると、米国防総省が３月に示した

米軍関係者の感染情報の公表に関する統一

的な指針では、個別事例の詳細な公表は米

軍の運用に影響を与える恐れがあるとして

行わない方針としています。これに対し、

https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20200528-00000007-kana-pol.view-000
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基地周辺に影響を及ぼす可能性がある感染

状況などは米側と調整し、積極的な公表や

感染防止対策の強化を働き掛けるよう求め

ました。  米軍普天間飛行場（沖縄県）

から有害物質を含む泡消火剤が流出した問

題についても、国内の各基地における同様

製品の数量や管理状況を調査、公表するこ

となどを要請しました。 

コロナと米軍 防疫体制の抜け穴を懸念 
2020 年 5 月 18 日 京都新聞社説 

日本国内なのに、新型コロナウイルスの感

染状況が全く分からないのが在日米軍であ

る。 

 沖縄や神奈川県の基地で３月末から４月に

かけて関係者が感染したことが確認されてい

たが、それ以降は情報が閉ざされている。 

 米国防総省が３月末、世界中に展開する個

別の部隊や基地ごとの感染者数を公表しない

方針を明らかにしたことが、背景にある。京

丹後市の経ケ岬通信所（下線は「草の根ニュース」

編集部）ももちろん対象だ。 

 米軍は世界中で情報を統制強化している一

方、感染症については欧州などで情報共有を

進めている。在日米軍だけが際だってブラッ

クボックスの度合いを強めている。 

 日米安保条約の運用規定である日米地位協

定に基づき、米軍の構成員は日本入国の手続

きを検疫も含めてすべて免除されているため

だ。 

 兵士や軍関係者の多くは基地の中に滞在し

ているが、プライベートなどで地域に出るこ

とも少なくない。民間地に暮らす兵士や軍属

も多く、軍には日本人も雇用されている。 

 ウイルス感染は国籍や立場など関係ない。

感染情報の共有ができないのは、同盟関係の

重大な欠陥ではないか。 

 在日米軍基地がある地域の住民は懸念を強

めている。 

 東京西部の福生市に住み、日ごろから米

軍・横田基地の動向をウオッチしている男性

は４月初旬、基地から旅客機が次々と飛び立

つのを目にした。 

 男性によると、横田基地から旅客機がまと

めて飛ぶのは極めて珍しい。調べるとその直

前、米政府は日本の新型コロナウイルス感染

防止策が不十分として、在日米人に帰国勧告

を出していた。 

 旅客機は米軍人や軍属だけでなく、政府関

係者や一部の民間人も運んだとみられてい

る。 

男性は「旅客機数機分の米国人が入管手続

きをせずに自由に日本に出入りできる実態を

示す出来事だ」と話す。 

 そもそも、数万人といわれる在日米軍の兵

員やその家族が実際には何人なのか、日本側

に正確には伝えられていない。 

 基地内への立ち入りは原則認められず、訓

練内容も明らかにされない。日本の感染対策

に従う義務もない。 

 ４月には米軍横須賀基地（神奈川県）に所

属する空母の複数の乗組員が新型コロナに感
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染したと米メディアが報じたが、日本側は正

式確認していない。 

 長期化が確実視されるコロナ対策で、米軍

基地が日本の防疫体制の抜け穴になってしま

わないか。 

 手だてがないわけではない。地位協定に基

づく日米合同委員会で日米両政府は「在日米

軍と日本国の衛生当局間における情報交換」

の覚書を結んでいる。 

 ２０１５年修正の最新版では「指定感染

症」や「新感染症」を含む６７種類の「人の

感染症」を確認した場合、早期に通報する旨

が記されている。 

 新型コロナは通報の対象になるはずだ。日

本政府は覚書の運用を積極的に働きかける必

要がある。

［米軍とコロナ］ここにも地位協定の壁 

2020 年 4月 5日 沖縄タイムス社説 

 

新型コロナウイルスの感染者が世界全体で

１００万人を超え、日本でも急増する中で、沖

縄ではもう一つの懸念材料が出ている。米軍基

地の存在である。 

 ３月下旬に米軍嘉手納基地で２人の兵士と、

最初に感染が判明した兵士の家族１人の計３

人の感染が確認された。 

 国防総省は在沖米軍基地を含む、基地別の感

染者数、詳細について全て非公開とする方針を

発表。嘉手納基地は「新規案件の情報を引き続

き関係機関と共有する」と公式フェイスブック

（ＦＢ）で公表した。だがどこまで共有できる

のか、実態はわからない。 

 ２兵士についての情報が極めて限られてい

たからだ。２兵士は欧州から帰国したが、国名

は明かさない。１人目の兵士は帰国日が不明、

２人目は３月１２日。２人目は帰国後４日間自

由行動ができた。 

 ２人は１５日間の移動制限中に検査を受け

た。移動制限は基地内で取られたのか民間地な

のかも不明だ。２人目に自由な行動期間があっ

たことを考えると民間地で濃厚接触した可能

性が否定できない。これでは地元自治体は二次

感染対策の取りようがない。 

 ２兵士は感染が判明してからは基地内で隔

離されているが、兵士らが基地内か民間地の居

住だったのかも明らかにしていない。県が必要

な情報が得られず米軍基地が「ブラックボック

ス」化している。 

 住民の生命を守らなければならない基地周

辺の市町村長が不安と不満を募らせるのは当

然だ。民間地に住んでいる兵士も多く日本人基

地従業員もいるからなおさらである。 

日米地位協定第９条はこう定めている。「合

衆国軍隊の構成員は、旅券及（およ）び査証に

関する日本国の法令の適用から除外される」。 



 

5 

 

 外国人が入国する時には、自国政府が発行す

る旅券を所持し、査証を受けた上で、上陸時に

検疫を受けなければならない。しかし米軍基地

から入国する際には検疫について地位協定に

定めはない。 

 日本政府は、世界最多の感染者国となった米

国を新たに入国拒否対象に指定。水際対策を強

化している。しかし米軍基地はスルーだ。 

 米軍が検疫し、日本側は関与できない。検疫

がなされたのかさえ、知ることができない。入

国も出国も米軍の意のままで日本の防疫体制

の「抜け穴」になっているのだ。 

 嘉手納基地は、感染者は地元住民と接触はな

かったとしている。ならば行動履歴を示すべき

だ。履歴なしで同意するわけにはいかない。 

  日米両政府は２０１３年１月の合同委員

会で感染症が基地内で発生した場合、米軍の医

療機関が日本の保健所に通報することで合意。

今回の感染者は米海軍病院が保健所を所管す

る県保健医療部に通報しているが、一報はフェ

イスブックだった。日米合意に沿っているか検

証が必要だ。 

 県が民間地居住者かを問い合わせても回答

はない。最小限の情報を一方的に流し質問に答

えないでは情報共有とはいえない。日本各地の

米軍基地でも感染者が出ている。政府は合意を

厳格化し、やはり地位協定の改定が必要だ。 

 在日米軍とコロナ 感染情報の提供と公表直ちに 
2020 年 4月 15日 「しんぶん赤旗」主張 

 

在日米軍内での新型コロナウイルス感染

の実態が闇に包まれています。米国防総省

が基地や部隊ごとの米軍関係者の感染状況

を公表しない方針を決め、安倍晋三政権が

それを容認しているためです。しかし、基

地ごとの感染者の発生状況は、そこで働く

日本人従業員や周辺住民をはじめ、国民の

安全に不可欠な基本情報です。米軍に対

し、必要な情報の公開を求めるのは当然で

す。 

基地の状況明らかにせず 

 日本には、米兵約５万７０００人と軍属

約７０００人が駐留し、それらの家族も住

んでいます。基地で働く日本人従業員は約

２万６０００人に上ります。基地の外に居

住する米兵も増加しているとされ、在日米

軍内で感染が確認されれば、必要な情報が

日本側に直ちに伝えられる必要がありま

す。 

 在日米軍関係者の新型コロナの感染状況

については、米国防総省が３月３０日（現

地時間）に個別の事例を非公表とする方針

を示すまでは、各基地が不十分ながら公表

はしていました。 

 それによると、感染者は３月３１日まで

に、▽米海軍横須賀基地（神奈川県横須賀

市）所属の米兵５人（うち２人は基地外居

住）▽米陸軍相模原住宅地区（同県相模原
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市）居住の家族１人▽米空軍嘉手納基地

（沖縄県嘉手納町、北谷町、沖縄市）所属

の米兵２人と家族１人―でした。米海軍佐

世保基地（長崎県佐世保市）では例外的に

４月３日に感染者１人が出たことを明らか

にしています。 

 感染状況が公にされなくなって以降も、

米メディアは横須賀基地所属の原子力空母

ロナルド・レーガンの乗組員１５人が新型

コロナに感染していると報じています（９

日）。在日米軍内でも感染が広がっている

ことは疑いありません。 

 日本政府は、日米間の合意に基づき、感

染者の必要な情報は米軍の医療機関と地元

保健所との間で共有されていると説明しま

す。ところが、３月２８日に嘉手納基地で

感染者が発生した際、基地から沖縄県の保

健当局に一報はあったものの、行動履歴や

濃厚接触者の状況、県民との接触の有無な

どの詳細は伝えられませんでした。政府が

いくら「米側から適切に情報提供を受けて

いる」と強調しても、そうした情報が明ら

かにされなければ検証しようがありませ

ん。 

 米国防総省は、基地や部隊の個別の感染

状況を非公表にした理由を「安全保障上、

米軍の運用に影響を与える恐れがある」と

し、日本政府はそれを当然視しています。

しかし、米軍基地での新型コロナの感染拡

大に関する情報は、国民に注意を喚起する

上で絶対に必要です。在日米軍の「運用」

を優先して情報を伏せるのは国民の安全を

ないがしろにするもので、感染抑止に真剣

に取り組む姿勢ではありません。 

地位協定の改定が必要 

 在日米軍内での新型コロナ感染拡大は、

日米地位協定の問題も浮き彫りにしていま

す。 

 同協定９条は「合衆国軍隊の構成員は、

旅券及び査証に関する日本国の法令の適用

から除外される」としています。日本政府

は米国を含め過去２週間以内に海外に滞在

した外国人の入国を認めないことにしてい

ますが、米兵は協定上、日本に自由に出入

りすることができます。この点からも地位

協定の抜本改定が必要です。 

米軍基地の新型コロナ 感染者情報を開示せよ 
2020年 04 月 25日神奈川新聞社説 

新型コロナウイルスの感染拡大で、県内

の在日米軍でも感染者が発生している。だ

が公表は相変わらず米軍次第で、実態はよ

く分からない。感染の拡大防止や市民の不

安払拭（ふっしょく）のために、米軍側は

感染者情報を速やかに公表すべきだ。 米

海軍横須賀基地では米兵、相模原や座間の
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米陸軍施設では米兵の家族らが感染。（後略）

居住は基地外？県民と接触は？ コロナ感染の米兵情報 

米軍公表せず 沖縄県は反発、行動履歴の提供要請へ 
米軍嘉手納基地は２８日、海外から帰国

した兵士２人が新型コロナウイルスに感染

したとフェイスブックで発表した。県にも

２８日中に通報したが、兵士の居住地が基

地の外だったか、帰国後に基地の外で行動

したかなど、肝心な情報は明らかにしてい

ない。（沖縄タイムス 2020年 3月 31日） 

在日米軍で新型コロナ感染情報明らかにせよ 

 

 日本共産党の赤嶺政賢議員（写真）は 4

月３日の衆院安全保障委員会で、在日米軍

で新型コロナウイルスの感染者が相次いで

いることに関し、感染状況の公表を拒否す

る日米両政府を批判し、情報を明らかにす

るよう求めました。 

 赤嶺氏は、在日米軍基地では多くの日本

人従業員が働き、米軍基地外の居住者も増

加しているとし、米軍関係者の感染状況

は、感染拡大防止に不可欠な情報だと強

調。米軍基地ごとの直近の感染状況をただ

しました。 

 外務省の鈴木量博北米局長は、米国防総

省が米軍の運用を理由に感染者の総数のみ

を公表するとの統一の指針を出したとし

て、公表を拒みました。 

 赤嶺氏は、「日本における感染症対策

は、米軍基地であれ日本政府が責任を持つ

べきだ。『指針が

出たから明らかに

しない』ではブラ

ックボックスになる」と批判。「基地ごと

の感染者の発生状況などは、住民の安全に

関わる基本的情報だ」と強調しました。 

 茂木敏充外相は「米側から情報提供は受

けるが、その情報を公開するかという問題

だ。公衆衛生上必要な措置をとるにあたっ

て問題ない対応をしたい」などと答弁。 

 赤嶺氏は「３月２８日に嘉手納基地で感

染者が判明した際、行動履歴や濃厚接触者

などの公衆衛生上必要な情報がなかったた

め、沖縄県は詳細な情報提供を求めた」と

指摘。沖縄以外の在日米軍基地が所在する

自治体も詳細情報を求めているとして、迅

速な情報提供と公表を強く求めました。 

  

 

（写真）質問する赤嶺政賢議員＝３日、

衆院安保委 
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新型コロナ 在日米軍に感染情報公開求めよ 

田村智子議員の国会質問 在日米軍に関して しんぶん赤旗 2020.6.23 

 

日本共産党の田村智子議員は、6月２２

日の参院決算委員会で、在日米軍内の新型

コロナウイルスの感染拡大について、市民

の命と安全を守るため、米軍に感染状況の

情報公開を求めました。 

 米国防総省によれば、6 月１６日現在、

米軍関係者の感染者は１万２１５２人に上

りますが、３月３０日以降、基地別・部隊

別の人数や詳細について非公表としたた

め、日本政府からの情報提供も途絶えまし

た。 

 田村氏は、１７日に米軍三沢基地で複数

の感染者が確認されたにもかかわらず、保

健所を通じた迅速で詳細な情報提供はな

く、米軍側は当初「公式フェイスブックに

情報をアップした」としただけで、２０日

に新たな感染が確認されても、感染者数さ

え報告されていないと指摘。これが「適切

な対応なのか」と批判しました。 

 田村氏は、米軍基地を抱える都道府県知

事で構成する渉外知事会が、基地における

感染状況や米軍の措置について情報収集 

 

 

 

 

し、公開を米側

に働きかけるよ

う政府に緊 

急要請（５月２

７日）したこと

をあげ、「要望

に応えるべき

だ」と迫りまし

た。外務省の有馬裕大臣官房参事官は「米

国防総省の指針に従う」などと述べ、米側

への働きかけを拒みました。 

 田村氏は、韓国では米軍が感染状況につ

いて基地ごとに詳細な情報をホームページ

で公表していることを指摘。一方、日本で

は「フェイスブックを見てくれ」という対

応をされていることについて、「これが主

権国家の姿なのか」と批判。茂木敏充外相

は、日韓の対応の違いについて、まともに

答えることができませんでした。 

 田村氏は「日米地位協定を見直し、米軍

に韓国のような対応をさせるために、政府

が動くべきだ」と強調しました。

 

（写真）質問する田村智子議員＝２２日、参

院決算委 



 

9 

 

田村智子議員の FACEBOOK でのコメント 

在日米軍では、今も感染拡大が進行。何し

ろ米国本土、ハワイ、グアムなどからパンデ

ミックの最中でも在日米軍基地に検疫なし

に入れるのですから。 

しかしその情報はほとんど公表されず、

在日米軍基地ごとの感染者数もわかりませ

ん。日米緊密な連携、日本の保健所との協力

と言うけれど、それがどのように機能して

いるのか、どんな検疫をしているのかも、詳

細は地元自治体も知らされていません。 

外務大臣の答弁は全てはぐらかし。質問と

噛み合わない。 

ここまで質問者を小馬鹿にしたような答

弁をするのは想定外で、もっと冷静に反論

したかったのですが、これが主権国家なの

か！という怒りが、何度もこみ上げて言葉

を失いそうになる質問でした。 

米軍岩国基地 新型コロナウイルス  

日本人従業員に子どもの登校自粛を要請  

朝日 2020 年 5 月 22 日   

米軍岩国基地=山口県岩国市  

 

山口県岩国市の米軍岩国基地が、新型

コロナウイルスの感染対策として、基

地に出入りする日本人従業員や契約業

者らに、子どもたちを市内の公立小中

学校に登校させないよう要請してい

る。これを受けて休んでいる児童・生

徒は 100 人以上とみられ、学習の遅れ

を懸念する声も出ている。 

 在日米軍司令部（東京）は国内の米

軍基地・施設に 6 月 14 日までの「非

常事態宣言」を出している。岩国基地

は子どもの登校自粛を 6 月 8 日に解除

する方針を示している。 

 岩国基地によると、新型コロナ予防

措置の規則で、米軍人らは子どもに通

学を控えさせて自宅に留め置かせてい

る。日本人の従業員や出入りの契約業

者らにも同様の要請をしている。通学

させる場合は、在宅勤務や有給休暇な

どで感染リスクを減らす選択肢も示し

ている。 

 岩国市は 4 月 15 日から休校してい

た全 46 の小中学校で、5 月 7 日に授業

再開に踏み切ったが、市教委による

と、新型コロナを理由に休んだ児童・

https://www.asahi.com/topics/word/%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%8A%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%AB%E3%82%B9.html?iref=com_matome
https://www.asahi.com/articles/photo/AS20200522003140.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%B2%A9%E5%9B%BD%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%96%B0%E5%9E%8B%E8%82%BA%E7%82%8E.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%96%B0%E5%9E%8B%E8%82%BA%E7%82%8E.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%84%9F%E6%9F%93%E5%AF%BE%E7%AD%96.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E7%B1%B3%E8%BB%8D%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E7%B1%B3%E8%BB%8D%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E9%9D%9E%E5%B8%B8%E4%BA%8B%E6%85%8B%E5%AE%A3%E8%A8%80.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E9%9D%9E%E5%B8%B8%E4%BA%8B%E6%85%8B%E5%AE%A3%E8%A8%80.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%B2%A9%E5%9B%BD%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%B2%A9%E5%9B%BD%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%B2%A9%E5%9B%BD%E5%9F%BA%E5%9C%B0.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%96%B0%E5%9E%8B%E8%82%BA%E7%82%8E.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E3%83%86%E3%83%AC%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E5%B2%A9%E5%9B%BD%E5%B8%82.html
http://www.asahi.com/topics/word/%E6%96%B0%E5%9E%8B%E8%82%BA%E7%82%8E.html
https://www.asahi.com/articles/photo/AS20200522003140.html
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生徒は 5 月 7 日が 335 人、5 月 14 日が

192 人、5 月 21 日が 117 人。この中で

基地関係者の子どもは 100～200 人程

度いるとみている。 

 保護者からは「学力格差が出ないか 

心配」「部活動へ行きたいと言ってい

る」といった声が学校に寄せられてい

る。保護者本人が家族と一時的に別居

して、子どもを自宅から通わせるケー

スもあるという。（具志堅直）  

【コロナ速報】 

横田基地で在日米軍のメンバーの 

新型コロナウィルスの感染を確認 

2020/03/28  

在日米軍司令部 https://twitter.com/usfj_j/status/1243100390259707904?s=21  

3 月２８日「在日米軍のメンバー、新型コロナウィルスの感染を確認」  

米空軍横田基地－米海軍横須賀基地所属の軍人が、新型コロナウィルスの検査で陽

性であることがわかりました。  

米軍三沢基地で感染確認 人数・性別非公表 

 青森県三沢市は 6 月２０日、同市の米軍

三沢基地に米国から到着した数人の米軍関

係者が新型コロナウイルスに感染したと発

表した。米軍は感染者の人数や性別などを

明らかにしていないが、感染者は基地外に

は出ていない。 

 市によると、感染者は１５日、米政府の

定期チャーター機で到着。２週間の隔離中

にＰＣＲ検査で陽性が判明し、感染者専用

施設に移された。機内で近くに座っていた

乗客は陰性だった。 

河北新報 2020 年 06月 21日 

米軍三沢基地で新たに「2、3人」感染確認 

2020/06/20  

 

http://www.asahi.com/topics/word/%E5%AD%A6%E5%8A%9B%E6%A0%BC%E5%B7%AE.html
https://twitter.com/usfj_j/status/1243100390259707904?s=21
http://www.toonippo.co.jp/
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米軍三沢基地は 6月 20 日、米政府の

定期チャーター機で 6月 15日に米国か

ら三沢基地に到着した軍関係者「2、3

人」（米軍）が新型コロナウイルスに感

染していたと発表した。明確な人数は明

らかにしていないが、基地外部との接触

はないとしている。6月 17 日に複数人の

感染が明らかになった一時在留部隊とは

直接関係はない。 

 米軍は感染予防策として、外部から基

地に到着した関係者を 2週間隔離する措

置を取っており、今回は隔離中に感染が

確認された。感染者は現在、患者専用の

施設に移動した。 

 感染者を含むチャーター機の搭乗者は

コンビニやスーパーなど基地内の施設を

利用していない。17 日に感染者が出た一

時在留部隊は隔離措置の対象外だったと

いう。 

 米軍は濃厚接触者の把握を完了。検査

の結果、感染者の近くに座っていた搭乗

者は陰性で、2 週間後に再検査を実施す

るとしている。米軍三沢基地は「フェイ

スブックページに掲載した情報以上のも

のは、現時点で公表しかねる」とコメン

トした。 

 市は 6 月 20 日午前 10時ごろに米軍か

らの一報を電子メールで受け、その後、

緊急の感染症対策本部会議を開いた。 

 小桧山吉紀市長は「再び感染者が確認

されたことは残念だが、隔離施設外の行

動履歴がないことから、感染拡大の可能

性はないと考えている」とコメントを発

表。市は現時点で、外出自粛などの規制

を実施する考えはないとしている。 

 感染した軍関係者が三沢基地に着いた

6月 15日は、午前 11 時ごろに米シアト

ル・タコマ国際空港から米国の旅客機が

到着していたことが確認されている。 

米軍三沢基地でまた感染者確認 

6月 20日 16時 48分 TBSニュース 

 

青森県三沢市にあるアメリカ軍三沢基地

は２０日、チャーター機でアメリカから基

地に到着した軍関係者数人から、新型コロ

ナウイルスへの感染が確認されたと発表し

ました。 感染者は今月（6 月）１５日に

基地に到着したあと隔離施設の外に出てい

ないため、三沢市は、感染拡大の可能性は

ないとしています。 三沢基地では今月１

７日にも、今回、陽性反応が出た軍関係者
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とは別の部隊でも感染者が確認されています。 

「感染情報 米軍基地に求める」 

青森・三沢市長が表明   共産党議員に答弁 

 

在日米軍基地の新型コロナ対策の公表を

求める世論が広がる中、青森県三沢市の小

檜山吉紀市長は（6 月）１１日、米軍三沢

基地内の情報を必要に応じて市民に発信す

る考えを明らかにしました。日本共産党の

奥本菜保巳市議の質問に答えました。 

 米軍関係の感染者は１万１０００人を超

え、５０００人が療養中（５月８日時点）

と歯止めがかからない状況です。しかし米

国防総省は非公開の態度を取り続けていま

す。同２２日の穀田恵二党衆院議員の追及

で、厚生労働省は米軍側通報を記録してい

ると認め、米軍基地を抱える１５都道府県

の渉外知事会が同２９日、感染状況を公表

するよう政府に要請しました。 

 「基地内の感染情報を定期的に公表する

よう求め、市民の安心・安全の確保に努め

るべきだ」と迫る奥本氏

に小檜山市長は、入門時

の検査、基地外での店内

飲食禁止の制限に加え、

現在も行動記録を義務付ける対策を取って

いると答弁。「市と基地、関係機関の意見

交換の場を設けて連携を強化し、可能な範

囲での情報提供を求めていきたい」と語り

ました。 

 奥本氏は再質問で、１５都道府県の渉外

知事会同様に「市も米側の状況や対策の公

表を求め要望すべきです」と強く求めまし

た。 

 市は１７日に米軍司令官、防衛事務所

長、医師会長を交えた対策本部で情報交換

するとし、「合意があれば（公表を）求め

ていきたい」と答えました。 

安保破棄中央実行委員会 防衛省・外務省に要請(4/8) 

「米兵のコロナ感染情報を示せ」 「米兵にも入国審査・検疫を」 

2020 年 4 月 8 日、安保破棄中央実行委員会は、防衛省と外務省に対して、「米軍関係者からのコロナウイルス 感染拡

大を防止するための要請」を行いました。 

米国内で新型コロナウイルス感染が拡大しているもと、米軍横須賀基地や嘉手納基地などで米兵の感染者が 発生した

ことが報道され、基地をかかえる自治体住民の不安が高まっています。米軍の感染者についての情報 提供とともに、国

や自治体の感染防止策を米軍に厳守させることが求められます。ところが、日米地位協定に基づい て、米軍関係者には

通常の入国審査が 行われません。また、米軍関係者には 米軍の検疫手続きが適用され、日本の 検疫が実施されません。 
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全基地撤去を基地条約 10 条の終了通告で、対米独立へ 
平山基生草の根運動事務局長講演骨子（加筆補筆再録の１） 

はじめに  コロナ感染米兵は日本政府ノーチェックで入国し、基地から市内へ。トランプ米大統

領によるイラン司令官殺害、「米国は核兵器を持ってよいが、朝鮮は持ってはいけな

い」という論理等々は正義にかなうか、核兵器は廃絶すべき。  

全世界への米国の横暴を支える日本沖縄の米軍基地。 

１． １）米軍基地とは何か 

① 戦争の基地、基地の結果としての戦争―平和運動としてのアプローチ 

② 主権侵害の基地、基地の本質―独立運動としてのアプローチ（接近） 

この二つは、基地へのアプローチのちがいであって、矛盾しない。共存している、

しかし、現在、極端に小さい運動は、主権回復の運動 

2）1945 年以来の日本の米軍基地の歴史－事実上日本全土自由使用は、 

軍事占領の継続 

尖閣諸島などといわゆる領土問題（北海道の領土がロシアから返還されたとき、

そこに米軍基地が作られない保証はない） 

２． １）基地の全体像（ウイキぺデイア）―防衛省サイトの基地統計には作意が 

あり間違っている 

・基地面積で基地をカウントすべきでない。1 平米でも主権侵害。施設数で数える。 

・自衛隊基地である米軍基地（地位協定 2 条 4 項ｂの米軍基地）（2－4－b と呼ぶ）を、

専用基地と「混在」ということで勝手にまとめるのは作意がある間違い。2－4－b 基

地は 119 で 197 の基地全体の 60％。 

・米軍地位協定が定義する、自衛隊基地である米軍基地（2－4－b）をふくめ 

米軍基地を全体としてカウントしなければならない。 

・沖縄基地本土引き取り論の根拠は防衛省統計 

（次号に続く） 

（12 頁から）日米地位協定 により、日本の検疫体制には大きな穴 が開いてしまっているのです。そこで、安保破棄

中央実行委員会の参加団体、横田・横須賀の住民が、緊急に政府要請を行いました。全労連か らは、長尾副議長と竹

下常幹が参加しました。要請項目は、以下の 3 点です。           1 米軍に対して、在日米軍内の新型コロナウイル

ス感染情報の迅速な提供を求め、関係自治体と住民に公 表すること。感染した在日米兵等が日本国民と接触すること

のないよう、厳格な隔離等を実行するため の要請を行うこと。  2 米兵等の入国、検疫などについて、通常の米国

人と同様に扱うよう、米国政府・米軍への申し入れなど 所要の措置を講じること。  3 国民の生命、安全を守るた

めに、米軍関係者や米軍施設に日本法令が適用できるよう、日米地位協定の 抜本改定を行うこと。 



基地条約（「安保」）第 10 条を活用するには、立憲野党と市民の共同を強め、日本国民自身が、米日政府マスコミによる「基地が日本の安全保障・抑止

力」という洗脳・催眠術から目覚め、祖国日本の主権を回復する勢力が総選挙で勝利し「基地条約終了通告をする政府」を共同で作ることが必要です。

その為に「基地なくす会」があなたの学園と街と職場に、日本沖縄全国に必要です。基地のない日本沖縄・憲法実現の日本沖縄を私たちの世代の主権者

国民が作り、次の世代に手渡しましょう！ 
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米軍基地をなくす草の根運動会員の 

宇都宮けんじさんを東京都知事選挙候補に推薦 

 米軍基地をなくす草の根運動運営委員会

は、コロナ禍のなか、持ち回りで会議を開

き、草の根運動会員で弁護士の宇都宮けんじ

（健児）さんを、7 月 5日投票の東京都知事選

の候補者として推薦することを決めました。 

 宇都宮けんじさんは、公約に、「横田基地への

オスプレイ配備に反対する～都民の安全と暮らしを守っていく。」を掲げています。 

「社会的・経済的弱者への思いは強
い」 
 3 度目の立候補。自分でもしぶといと
思う。ただ、都知事選以外の選挙には
出馬したことがない。「都政を変えた
い」。コロナ禍で生活が脅かされる人
が増えるなか、思いは強まった。 

 愛媛県の漁村に生まれ、開拓農家と

して大分・国東半島に移った。親に楽

をさせたいと勉学に励み、東京大学に

入って弁護士となった。原点は 1970 年

代の終わり、サラ金問題と出会ったこ

と。自ら金融業者の店舗に行って交渉

した。「代わりに金を返せ」といった

電話が鳴りやまなかったが、債務者か

らの相談を受け続けた。 

 こうした活動から、2006 年にグレー

ゾーン金利撤廃の法改正を実現。08 年

末には年越し派遣村の名誉村長を務

め、その柔和な表情とともに全国に名

前が知られるようになる。「社会的・

経済的弱者のみなさんへの思いは強

い」と自認する。政治に一番大事な要

素だと思っている。（朝日新聞荻原千明） 

宇都宮けんじの政策 

今回の都知事選で問われているもの、都民一人ひとりの生存権がかかった選挙である～都民 1,400

万人のいのちと暮らしを守りぬく！～ 

3つの緊急政策 
1. 新型コロナウイルス感染症から都民の命を守る 

医療体制の充実と自粛・休業要請等に対する補償の徹底  

PCR検査体制の強化 

病院や保健所、医療従事者に対する財政支援の強化 

病床、人工呼吸器・ECMO（人工肺装置）・マスク・防護服などの医療器具の充実 

自粛・休業などにより収入が減少した中小事業者に対する補償、仕事を失ったり収入が減少した非正

規労働者、フリーランス、学生などに対する生活補償を徹底して行う。 

2. 都立・公社病院の独立行政法人化を中止するとともに、これまで以上に充実強化を図る。 

3. カジノ誘致計画は中止する。 

重視する 8つの政策（略） 

その他の重視する政策（10項目のうちの 1部） 
横田基地へのオスプレイ配備に反対する～都民の安全と暮らしを守っていく。 

http://www.asahi.com/senkyo/tochijisen/
http://www.asahi.com/topics/word/東京アラート.html
http://www.asahi.com/area/ehime/
http://www.asahi.com/topics/word/東京大学.html
http://www.asahi.com/topics/word/グレーゾーン金利.html
http://www.asahi.com/topics/word/グレーゾーン金利.html
http://www.asahi.com/topics/word/年越し派遣村.html


 

15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集後記 114 号は私達の日本沖縄国が、全世界の 45 万超の全米軍に対して、入出国検疫

を全く行うことができない、米国の「属国以下」国であることを示す米軍コロナ特集です。 

基地とは何か？  多くの人は、それを「戦争の基地だ」とまでは言います。しかし、基

地の本質は「民族抑圧の基地」であり「主権侵害と独立じゅうりんの基地」であることを指

摘できる人は少ない。「沖縄県を含む日本＝日本沖縄国」が民族の尊厳と誇りを踏みにじら

れて 75 年です。その自覚すら奪われていることの深刻さは、言葉にもならないほどです。 

米軍基地をなくす草の根運動は、平和運動ではなく独立運動、主権回復運動です。 

平和運動としての基地撤去運動は、独立運動としての全基地撤去運動と固く連帯すること

が大事です。基地撤去という大目標を共有しているのですから。（H） 

独立なくして平和なし 主権なくして人権なし 

私たち日本人は、子ども達女性国民の安全と命すら、米軍から守れないのか！ 

全基地撤去の個人加盟全国単一市民団体＝草の根運動 
会員を増やしましょう 

全都道府県、全市区町村、地域職場学園絆（3人からの草の根の基礎組織）に 

「基地なくす草の根○○会」を作り、広げましょう 
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沖縄弁護士会 米軍が感染者の情報の公表を拒否していることに対し抗議 

新型コロナウイルスの感染が広がる中、沖縄弁護士会は 4月 15日、アメリカ軍が感染者

の情報の公表を拒否していることに対し抗議しました。 

沖縄弁護士会・村上尚子会長「日米両政府による公表拒否により県が必要な情報を県民に

知らせることができないとなれば、県民は、感染のリスクから身を守ることが困難とな

る。」沖縄弁護士会が抗議したのは、4月 1日にアメリカ国防省が安全保障上の理由で基地

内の新型コロナの感染状況を公表しないと決定した方針についてです。これまでに県内のア

メリカ軍基地内での感染確認は 3人で、3月 31日を最後に感染情報が県などに提供されて

いません。弁護士会は、基地周辺地域をアメリカ軍の関係者が日常的に利用しているためリ

スクから身を守るためには情報が必要だと訴えました。さらに、2013年の日米合同委員会

では「人の感染症」について可能な限り早期に通報することで合意しているとして、アメリ

カ軍が「良き隣人」であれば情報をきちんと公表するよう求めています。 
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基地のない日本沖縄を願う皆さまと団体へ 

本気のお願い 

基地のない沖縄県を本当に実現するためには 

県民と本土の人びとが力を合わせ 
「基地条約終了通告する政府」を作る以外に 

道はありません  
あきらめず、私たちの政府を作りましょう！ 

本気で政府を変える 

市民と立憲野党の共同で次の総選挙で勝利₌政権交代し 

「沖縄建白書実行政府」樹立で、辺野古阻止・普天間撤去を！ 

 

草の根運動の会員を増やし「基地なくす個人加盟の全国単一市民団体」へ 

みんなで高め 

 

「米軍は日本を守る抑止力」という「基地神話」「国家催眠」から目覚めるよ

う活動し、全土基地方式の米軍基地は「日本沖縄民族」

の誇りと尊厳を踏みにじる、許してはならない主権侵害

と憲法違反の米軍の 

「不沈空母」侵略戦争基地であることを全国民に知らせ 

全国の世論を変えて、基地条約終了通告政府へ

の発展を！ 

2020 年７月 

日本沖縄から米軍基地をなくす草の根運動 
秋山喜作副委員長自宅前 


